自給飼料生産拡大対策事業実施要領
（令和７年３月５日付け畜技第1921号）

第１　目的

本事業は、飼料費の高騰等による畜産経営に対する影響を最小限に抑えるため、
自給飼料生産面積の拡大や飼料用米等の利活用拡大、堆肥利活用の拡大を行う者を支援することで、本県畜産業の持続的発展に資することを目的とする。
第２　事業の内容
１　自給飼料生産・活用事業
自給飼料生産面積の拡大や飼料用米等の利活用拡大体制を整備するために、別表１に定める国庫事業に取り組み、別表２に定める機械等の助成を実施。
２　堆肥利活用拡大対策事業
堆肥利活用の拡大体制を構築するために、別表１に定める国庫事業に取り組み、別表２に定める機械等の助成を実施。

第３　事業実施主体
１　自給飼料生産・活用対策

事業実施主体は、別表１に定める国庫事業を活用して別表２の自給飼料生産に係る機械や飼料用米等の利活用に係る機械を導入する者とする。

２　堆肥利活用拡大対策
事業実施主体は、別表１に定める国庫事業を活用して別表２の堆肥利活用の拡大に係る機械等を導入する者とする。

第４　事業対象者の除外

　　事業実施主体が行う事業のうち、次に該当する者及び次に該当する者を含む団体等を事業実施者として行う事業に要する経費については対象外とする。

　１　大分県暴力団排除条例（平成22年大分県条例第33号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）

　２　法人で、その役員のうちに暴力団員等に該当する者のあるもの。
　３　暴力団員等が、その活動を支配するもの。
第５　事業の実施
１　事業実施主体は事業実施計画等を策定し、事業実施計画承認申請書（第１号様式）を知事に提出し、その承認を受けるものとする。
知事は申請があった場合は、内容を審査し、適切と認めるときは事業実施主体に実施計画承認書（第２号様式）を通知するものとする。

　２　事業実施計画を変更（第３号様式）する場合も同様とする。

　３　２の事業実施計画変更承認申請を行う必要がある場合は、次のとおりとする。

　（１）県費の増額を伴う場合。

　（２）事業内容の変更がある場合。

　（３）その他知事が認める場合。
第６　助成

　　県は事業実施主体に対し、この事業の実施に必要な経費について、予算の範囲内において助成するものとする。
第７　状況報告
　　事業実施主体は、事業完了年度の翌年度より３カ年間、事業実施状況報告書（第４号様式）を毎年度６月末日までに提出するものとする。

第８　その他

　　この要領に定めるもののほか、事業の実施にあたり必要な事項は別に知事が定める。

附　　則

　この要領は、令和６年度補正予算に係る自給飼料生産拡大対策事業から適用する。

別表１
	国庫事業名

	１　畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業

	２　国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業

	３　その他知事が認める国庫事業


　※いずれも購入方式に限る。
別表２
	機械等の内容

	１　自給飼料生産・活用対策
（１）　自給飼料生産拡大
	溝堀機

	
	播種機

	
	刈取機

	
	反転機

	
	集草機

	
	収穫機

	
	梱包機

	
	積込機

	
	飼料運搬車

	
	その他知事が認めるもの

	（２）　飼料用米等利活用拡大
	SGS調製機

	
	飼料用米等加工・調製機

	
	飼料混合機

	
	その他知事が認めるもの

	２　堆肥利活用拡大対策
（１）　堆肥利活用拡大
	堆肥散布機

	
	堆肥運搬車

	
	その他知事が認めるもの


第１号様式

年度自給飼料生産拡大対策事業実施計画承認申請書
（　　　　　　　　　　　　対策分）

	　第　号
	

	　年　月　日
	


	
	大分県知事
	殿


	申請者住所
	

	事業実施主体名
	

	代表者の職氏名
	


年度において、下記のとおり事業を計画したので、計画の承認をされるよう自給飼料生産拡大対策事業実施要領第５の規定に基づき申請します。

記

１　事業実施計画
	事業実施主体
	事業内容
	事業費
（円）
	負担区分

	
	
	
	県費
（円）
	その他
（円）

	
	（　　　　　対策）

	
	
	

	計
	
	①


	
	


	事業費の合計（円）
	①のうち消費税の額（円）
	①－②　（円）

	①


	②


	

	備考
	事業実施主体における消費税の取り扱いを記載のこと。
（課税事業者または免税事業者のいずれかを記載すること。）

	
	


２　事業の内容

	機械等名称
	数量
	単価

（円）
	事業費

（円）
	事業費のうち

消費税(円)

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	備　考
	

	
	


添付書類
（１）見積書
　（２）カタログ
（３）拡大計画書
自給飼料生産拡大計画（別添１）
飼料用米等利活用拡大計画（別添２）
堆肥利活用拡大計画（別添３）
　（４）誓約書（別紙１）
　（５）国庫事業における計画承認申請等の写し

　（６）その他知事が必要と認める書類
第２号様式

年度自給飼料生産拡大対策事業実施計画（変更）承認書
（　　　　　　　　　　　　対策分）

	　第　号
	

	　年　月　日
	


	
	
	殿


	大分県知事
	


年　　月　　日付け　　第　　　号で計画（変更）承認申請のあった　　年度自給飼料生産拡大対策事業については、自給飼料生産拡大対策事業実施要領第５の規定により承認します。

第３号様式

年度自給飼料生産拡大対策事業実施計画変更承認申請書
（　　　　　　　　　　　　対策分）
	　第　号
	

	　年　月　日
	


	
	大分県知事
	殿


	申請者住所
	

	事業実施主体名
	

	代表者の職氏名
	


　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で計画承認のあった　　年度自給飼料生産拡大対策事業計画について、下記の理由により変更したいので、自給飼料生産拡大対策事業実施要領第５の２の規定により申請します。

記

１　変更の理由

（備考）

　以下、事業実施計画様式に準じて作成するものとし、変更前と変更後が比較対照できるよう変更部分を二段書きとし、変更前をかっこ書きで上段に記載する。

第４号様式

年度自給飼料生産拡大対策事業実施状況報告書
（　　　　　　　　　　　　対策分）
	　第　号
	

	　年　月　日
	


	
	大分県知事
	殿


	申請者住所
	

	事業実施主体名
	

	代表者の職氏名
	


年度における事業実施状況を自給飼料生産拡大対策事業実施要領第７の規定に基づき別添のとおり報告します。

添付書類

（１）事業実施状況報告書
自給飼料生産拡大（別添４）
飼料用米等利活用拡大（別添５）
堆肥利活用拡大（別添６）

別添１
自給飼料生産・活用対策のうち自給飼料生産拡大

自給飼料生産拡大計画
	活用する国庫事業名
(別表１の事業名を記入）
	

	事業実施主体名
	

	作付け地域
（市町村）
	

	作付けする
自給飼料名
	

	
	計画時
(　年度)
	１年後
(　年度)
	２年後
(　年度)
	３年後
(　年度)

	作付け面積
（ha）
	
	
	
	

	供給面積
（ha）
	
	
	
	

	供給先
（牧場名等）
	
	
	
	

	自家利用面積
(ha)
	
	
	
	

	備考
	


別添２

自給飼料生産・活用対策のうち飼料用米等利活用拡大

飼料用米等利活用拡大計画
	活用する国庫事業名
(別表１の事業名を記入）
	

	事業実施主体名
	

	原料名
（生モミ米、モミ米、玄米）
	

	調製・加工方法
（圧ペン・破砕・SGS）
	

	
	計画時
(　年度)
	１年後
(　年度)
	２年後
(　年度)
	３年後
(　年度)

	調製・加工量
（t）
	
	
	
	

	供給量
（t）
	
	
	
	

	供給先
（牧場名等）
	
	
	
	

	自家利用量
(t)
	
	
	
	

	備考
	


別添３
堆肥利活用拡大対策
堆肥利活用拡大計画
	活用する国庫事業名
(別表１の事業名を記入）
	

	事業実施主体名
	

	堆肥利活用地域
（市町村）
	

	堆肥利活用圃場で
作付する作物
	

	
	計画時
(　年度)
	１年後
(　年度)
	２年後
(　年度)
	３年後
(　年度)

	堆肥利活用圃場
での作付け面積
（ha）
	
	
	
	

	堆肥利活用圃場
への堆肥投入量(t)
	
	
	
	

	備考
	


別添４
自給飼料生産・活用対策のうち自給飼料生産拡大
事業実施状況報告書
	活用した国庫事業名
(別表１の事業名を記入）
	

	事業実施主体名
	

	作付け地域
（市町村）
	

	作付けした
自給飼料名
	

	
	計画時
(　年度)
	１年後
(　年度)
	２年後
(　年度)
	３年後
(　年度)

	作付け面積
（ha）
	
	
	
	

	供給面積
（ha）
	
	
	
	

	供給先
（牧場名等）
	
	
	
	

	自家利用面積
(ha)
	
	
	
	

	備考
	


別添５
自給飼料生産・活用対策のうち飼料用米等利活用拡大
事業実施状況報告書
	活用した国庫事業名
(別表１の事業名を記入）
	

	事業実施主体名
	

	原料名
（生モミ米、モミ米、玄米）
	

	調製・加工方法
（圧ペン・破砕・SGS）
	

	
	計画時
(　年度)
	１年後
(　年度)
	２年後
(　年度)
	３年後
(　年度)

	調製・加工量
（t）
	
	
	
	

	供給量
（t）
	
	
	
	

	供給先
（牧場名等）
	
	
	
	

	自家利用量
(t)
	
	
	
	

	備考
	


別添６
堆肥利活用拡大対策
事業実施状況報告書
	活用した国庫事業名
(別表１の事業名を記入）
	

	事業実施主体名
	

	堆肥利活用地域
（市町村）
	

	堆肥利活用圃場で
作付した作物
	

	
	計画時
(　年度)
	１年後
(　年度)
	２年後
(　年度)
	３年後
(　年度)

	堆肥利活用圃場
での作付け面積
（ha）
	
	
	
	

	堆肥利活用圃場
への堆肥投入量(t)
	
	
	
	

	備考
	


別紙１
誓　　約　　書
　私は、下記の事項について誓約します。

　なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。　

　また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。

記
１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条    　　第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 暴力団員が役員となっている事業者

（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者

（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結     　 している者

（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者

（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係        を有している者

（８） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の 団体

  又は個人ではありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

  大分県知事　　　　　　　　　　殿

           　　　           　〔法人、団体にあっては事務所所在地〕
　　　　　　　　　　          住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　            （ふりがな）

                              氏    名   　　                        　　　            　　
                              生年月日（大正・昭和・平成）　　年　　月　　日　男・女　
※県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
